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資料５ 

奈良県第二浄化センタースポーツ広場指定管理者募集要項  
 
第１ 募集の趣旨 
  奈良県では、住民サービスのさらなる向上と施設の利便性・快適性を高め効率的な運

営を図るため、平成１８年度から奈良県第二浄化センタースポーツ広場（以下「第二浄

化センタースポーツ広場」という。）について指定管理者制度を導入していますが、令

和４年度末をもって指定期間が終了することから、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号。以下「地方自治法」という。）第２４４条の２第３項及び奈良県第二浄化センター

スポーツ広場条例（昭和６３年奈良県条例第３３号。以下「第二浄化センタースポーツ

広場条例」という。）第６条第１項の規定に基づき、次のとおり指定管理者の募集を行

います。 

 

第２ 施設の概要 
（１） 施設の名称  

奈良県第二浄化センタースポーツ広場 
 

（２） 施設の所在地 
奈良県北葛城郡広陵町萱野１００－１（代表地番） 
図面等は「第二浄化センタースポーツ広場管理運営業務仕様書」（以下「仕様

書」という。）を参照してください。 
 

（３） 設置の目的  

第二浄化センターの環境を保全し、県民のスポーツ及びレクリエーション活動

の振興を図ります。 
 

（４） 施設の規模  

敷地面積 ８１，８６４㎡ 

スポーツ施設等の名称  面積 スポーツ施設等の概要 

テニスコート 
ファミリープール 
 
 
 
運動場 
冒険広場 
多目的広場 
駐車場 
その他 

（ ４，０００㎡） 
（ ８，７００㎡） 
※  管理棟等の面積も

含む 

 
（２７，３００㎡） 
（１１，４００㎡） 
（ ３，２００㎡） 
（１６，８００㎡） 
（１０，４６４㎡） 

４面 
２５mプール×１ 
流水プール（スライダー付）
×１ 
ちびっこ・ベビープール×１ 
２面 
遊具等 
２面 
約６００台 
植栽、広場内歩道等 

 
（５） 施設の沿革 

昭和６３年５月供用開始（ファミリープールは同年７月供用開始） 

平成５年４月冒険広場を追加 
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（６） 現在の管理運営体制 

指定管理者『サンアメニティ・Real Style共同事業体』(以下「サンアメニテ

ィ」という。) 

 
（７） 施設の利用状況等 

「別紙１」を参照してください。 

 
第３ 募集に際しての諸条件 

（１） 管理の基準 

指定管理者は、次に掲げる第二浄化センタースポーツ広場の利用にかかる基本

的な条件及び管理運営の基本的な事項に沿って適正に管理するものとします。 
ア．開場期間 

(１) テ ニ ス コ ー ト １月５日から１２月２７日 

(２) ファミリープール ７月１日から８月３１日の間で、指定管理者が提案し、

県と協議し決定する期間 

(３) 運 動 場 １月５日から１２月２７日 
詳細は「仕様書」を参照してください。 

イ．開場時間 

午前９時から午後５時（６月１６日から８月１５日の間、テニスコート及び

運動場は午後７時まで延長） 

詳細は「仕様書」を参照してください。 

ウ．開場期間及び開場時間の変更 

指定管理者は特に変更を必要とする場合は、知事の承認を得て開場期間及び

開場時間を変更することができますので、応募者は第二浄化センタースポーツ

広場の利用促進を図るため、開場期間及び開場時間の延長を積極的に提案して

ください。なお、当該延長に伴い利用料金収入が増えた場合であっても、指定

期間中に県から支払う委託料を減額することはありません。 

エ．管理運営の基本方針 

指定管理者は、多くの県民が集う施設として管理運営し、県民が広く利用す

る公の施設としての性格を十分認識し、施設及び設備等を清潔に保つとともに、

機能を正常に保持し、利用者が安全かつ快適に利用できるよう適正な管理を行

ってください。 
オ．関係法規等の遵守 

管理運営業務を行うにあたっては、次の法令等のほか関係法令等を遵守して

ください。なお、指定期間中にこれらの法令等に改正があった場合は改正後が

適用されます。 
(１) 地方自治法、同法施行令（昭和２２年政令第１６号）、同法施行規則（昭

和２２年内務省令第２９号）ほか行政関係法令 

（２） 第二浄化センタースポーツ広場条例、同管理規則（昭和６３年奈良県規則
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第５号） 

(３) 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、労働安全衛生法（昭和４７年法

律第５７号）、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）ほか労働関係法令 

(４) 消防法（昭和２３年法律第１８６号）、水道法（昭和３２年法律第１７７

号）、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、その他施設、設備の維持

管理又は保守点検に関する法令及び基準等 

(５) 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）、奈良県個人情

報保護条例（平成１２年奈良県条例第３２号） 
指定管理者は、奈良県個人情報保護条例第１０条第４項で準用する同条第

１項から第３項までの規定を遵守し、個人情報が適切に保護されるよう配慮

するとともに、施設の管理に関し知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に使用してはなりません。 

(６) 行政手続法（平成５年法律第８８号）、奈良県行政手続条例（平成８年奈

良県条例第２６号） 

  指定管理者は、施設の使用承認等行政処分に相当する権限を行使するとき

は、奈良県行政手続条例第２章の規定を遵守すること。 

(６) 奈良県公契約条例（平成２６年奈良県条例第１１号）、同施行規則 
カ．文書管理及び情報公開 

(１)  指定管理業務を行うに当たり、作成し又は取得した文書等は適正に管理し、

５年間保存してください。なお、指定期間を過ぎた後も同様とします。また、

指定期間終了時に県の指示に従って文書の引継等を行うことがあります。 

(２)  指定管理者から県へ提出していただいた事業報告書等の文書は、県に対す

る情報公開請求手続きを通じて情報公開の対象となります。 
キ．環境配慮 

指定管理者は、業務の実施に当たっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガ

スの排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進及び廃

棄物の適正処理に努めてください。また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の

調達（グリーン調達）に努めてください。 
 

（２） 指定の期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日までの５年間とします。 
 

（３） 業務の範囲 

指定管理者が行う業務の範囲は、下記のとおりとし、その詳細は別添「仕様書」

で定めるとおりとします。 
ア．施設の利用承認及び利用制限に関する業務 

指定管理者は第二浄化センタースポーツ広場の施設の予約の受付、使用許可、

利用料金の収受及び使用の制限等の業務を実施することとします。 

なお、この業務には施設の利用指導、案内業務及び苦情対応等も含みます。 
(１) 予約の優先措置、利用料金の減免及び利用料金の還付の基準等については、
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県と指定管理者が別途締結する協定書でその基準を定めます。 

(２) 令和５年３月３１日までに現在の指定管理者が行った同年４月１日以降

に係る使用承認（使用料の額も含む）は有効です。また、同年３月３１日ま

でに現在の指定管理者に納付された同年４月１日以降の使用に係る使用料が

ある場合は、令和５年度からの指定管理者に当該使用料が引き継がれます。 

(３) 指定管理者は、第二浄化センタースポーツ広場条例第３条に該当する場合

は、使用の承認を取り消すことができます。 

(４) 「施設予約システム」の利用 
奈良県では、行政手続きのオンラインサービス（いわゆる「電子申請」）

を推進しており、その一環として、施設利用予約についても電子化を推進し

ています。 

つきましては、第二浄化センタースポーツ広場の指定管理者となった場合

は、奈良県より提供の「施設予約システム」を利用して業務を行うことを必

須要件とします。 

なお、「施設予約システム」の利用に関する諸条件は別添『指定管理者へ

の「施設予約システム」提供仕様書』を参照してください。 

「施設予約システム」の導入にあたっては、指定管理者側でインターネッ

トメールアドレスを用意していただく必要がありますのでご注意ください。 

なお、インターネットをお使いにならない利用者のために、従来からの電

話による予約や窓口来所による予約等オンライン以外の方法による予約も適

正に受け付けてください。 
イ．施設の維持管理に関する業務 

(１) 施設を快適に利用していただくため、施設の維持管理、修繕及び各種設備

点検等を行ってください。 

修繕に関しては、事前に県と協議し、毎年度提出する年間業務計画書に概

要を記載した上で実施しなければなりません。 
(２) 県と指定管理者の分担区分は「(８)業務の役割分担一覧表」のとおりです。 

(３) 県への申し出なく行われた修繕については、すべて指定管理者が負担する

ものとします。 

(４) 通常有すべき安全性を欠いている場合又は放置することにより通常有す

べき安全性を欠くおそれのある場合は、県は、一件１０３万円以下の修繕に

ついて、指定管理者にその実施を命じることがあります。 

(５) 委託料に含まれる施設の修繕に係る費用は、年度ごとに精算するものとし

ます。詳しくは「（９）事業収支に関する事項」を参照してください。 

(６) 指定管理中に県が行う大規模改修については、未定です。 

ウ．広報活動に関する業務 

施設の周知及び新規利用者の誘客並びにリピーターの増加に向けた適切、効

果的な広報宣伝活動を積極的に実施してください。 

指定管理者が作成した施設のホームページには奈良県のホームページから

リンクします。 
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特に、平日利用の促進による施設の活性化を期待していますので、平日の活

動が可能なスポーツクラブ等地域団体等への周知や利用促進を積極的に働き

かけてください。 

なお、広報活動の実施については、広報活動と下記自主事業とを明確に区分

し、事前に県と協議し、毎年度提出する年間業務計画書に概要を記載した上で

実施しなければなりません。 

エ．自主事業の実施に関する業務 

指定管理者は、第二浄化センタースポーツ広場の設置目的の範囲内において、

自主事業を実施することができます。 

応募事業者は、施設が活性化する自主事業を積極的に提案してください。 

(１) 自主事業の実施については、第二浄化センタースポーツ広場本来の目的、

機能を損なわないように注意し、事前に実施内容について県と協議し、毎年

度提出する年間業務計画書に概要を記載した上で実施しなければなりません。 

なお、年間業務事業計画書において提案された自主事業であっても、内容

によっては実施できない又は内容の一部変更等を求める場合があります。 

(２) 県と協議し、合意を得た上で年間業務事業計画書に記載した自主事業につ

いては、行政財産使用許可を得る必要がないものとします。 

(３) 自主事業は、実施により収入が伴うものであり、その実施は指定管理者の

責任と費用（自主事業に係る費用は委託料及び利用料収入を充てることはで

きません。）で行い、収入は指定管理者が収受できるものとします。 

(４) 自主事業として認められないものは、奈良県第二浄化センタースポーツ広

場管理規則第５条に規定する行為のほか、直接施設利用者の利便性の向上に

つながらない事業又は単に他の者に場所を提供する類の事業（再委託する場

合は除きます。）並びに公の施設としてふさわしくない事業です。 

＜参考＞ 
 ウ． 広 報 活 動 エ． 自 主 事 業 

収 益 性 なし あり 

目的の範囲内 可 可 

目的の範囲外 不可 
限定的に認められる 

（行政財産使用許可を要する） 

 

オ．利用者等満足度調査の実施及び施設サービス向上への活用 

利用者からの評価等を適切に把握するため、県の「利用者等満足度調査導入

マニュアル」に従って調査を実施し、施設サービスの向上に活用していただき

ます。 

調査の詳細は別途協議しますが、概要は下記のとおりです。 
〇 調 査 対 象：施設利用者 

〇 サンプル数：１００以上 

〇 調 査 方 法：アンケート用紙（原則１枚もの）への記入 
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〇 １ヶ月以内に調査結果を集計し、事業者が自己分析・評価を実施し、可

能なものから改善 

〇 県へ結果を報告、原因分析と必要に応じ、県が改善指示 

〇 連絡会議（（３）ケ(２)で後述）で実施方法や結果をふまえた改善の取り

組みについて確認 

キ．県が実施する業務への協力 

奈良県第二浄化センターの運営及び県が施設の活性化等を図る為に実施す

る業務等については、協力しなければなりません。 

ク．事業報告書等の提出 

(１)  年間業務計画書の提出 

年間の事業計画、収支計画、運営目標（目標値）、自主事業等を内容とす

る各事業年度の事業計画を、毎事業年度開始の１ヶ月前までに提出してくだ

さい。 
(２)  例月業務報告書の提出 

別紙仕様書に記載のとおり業務報告書を月末に作成し、翌月の５日（土曜

日、日曜日及び国民の休日に関する法律に規定する休日にあたる場合は翌日）

までに提出してください。 
(３)  事業実績報告書等の提出 

毎事業年度終了後、指定管理業務に係る事業実績報告書（内容としては、

管理業務の実施状況、利用状況、収支状況、自己評価等を予定していますが、

詳細は別途締結する協定で明記します。）を作成し、翌年度の４月末までに

提出してください。 

（４） サービスの質に関する評価シート（利用者満足度調査後１ヶ月以内に提出） 

ケ．モニタリングの実施 

(１)  自己評価の実施 

毎年度、施設の管理運営上の目標の達成度合い等を検証のうえ、自己評価・

原因分析を実施し、事業実績報告書と併せて県へ提出してください。 

(２)  連絡会議の開催 

業務履行確認、目標値に対する評価・分析、情報交換、指定管理者の意見、

提案の受入れ等を目的として毎年度２回以上、県と指定管理者で連絡会議を

開催します。 

また、県は、管理の適正を期するため、指定管理者に対して、管理の業務

又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示を

することがあります。 

(３)  県による評価の実施 

県は、事業計画書に基づく指定管理業務が適正に実施されているかを評価

し、その結果を毎年公表します。 

(４)  実績評価の反映 

指定期間の年度ごとに以下の【評価結果反映表】の評価ランクに応じ評価

し、総指定期間における実績反映の平均値（小数点第２位以下四捨五入）
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を算出したうえ、総配点に当該平均値の100分の1.5の値を乗じて得た値を

現指定管理者の評価得点に加減し、反映します。 

【評価結果反映表】 

評価ランク 実績反映割合 基準 

優秀 ＋１０％ ・利用者等の満足度、サービスの質の大幅な向

上が認められた。 

・指定管理者による積極的な創意工夫があり、

その効果が認められた。 

優良 ＋５％ ・利用者等の満足度の向上、業務水準を上回る

取り組みが認められた。 

・指定管理者による積極的な創意工夫があり、

その効果も一部認められた。 

妥当 ０％ ・利用者等の満足度、業務水準の維持が認めら

れた。 

・指定管理者による創意工夫が認められた。 

課題あり －５％ ・利用者等の満足度、業務水準の維持が一部確

保されていない。 

要改善 －１０％ ・利用者等の満足度や業務水準の維持・確保が

なされず、その取り組みも認められない。 

 ※指定期間５年のケース、総配点１５０点の場合 

（例） 

 評価ランク 

  １年目 Ｃ、２年目 Ｂ、３年目 Ｃ、４年目 Ｂ、５年目 Ｂ 

   ( ０％  ＋ ５％  ＋ ０％  ＋ ５％  ＋ ５％ )÷５（年間）＝３％ 

  総配点 １５０点×３％＝４.５点を実績評価点として加点する。 

 

コ．その他業務 

（1） 決算書類の提出 

毎事業年度終了後、決算書類（貸借対照表及び損益計算書）を自社（共同

体の場合は、各構成員）の決算終了後１ヶ月以内に提出してください。 

(2) 帳簿等の備え付け 

指定管理業務を行うに当たっては、別添「仕様書」に記載のとおり帳簿等

を作成の上、備え置くとともに、県から要求があったときは閲覧等に応じて

ください。 
(3) 資料等の提出要求への対応 

地方自治法第２４４条の２第１０項の規定に基づき報告を求める場合のほ

か、県が必要と認める資料等の提出を求めた場合は、誠実に対応してくださ

い。 

(4) 奈良県情報公開条例との関係 
指定管理者が県へ提出した事業報告書等の文書は、県に対する情報公開請
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求手続を通じて情報公開の対象となります。 

 (5) 各種調査の実施 
県から各種調査を依頼する場合があります。調査の概要は、別途締結する

協定で明記するとともに、必要に応じて協議することとします。 

（6）  その他 

  その他、トラブルや苦情処理への対応等別添「仕様書」記載の事項のほか、

施設の管理運営上、必要に応じて協議することとします。  
サ．留意事項 

(１)   業務の再委託 

指定管理者は、業務の全てを一括して第三者に委託することはできません

が、部分的な業務（設備点検、清掃、警備等）は、専門の事業者に委託する

ことができます。 

なお、その際にも奈良県公契約条例に則る必要があります。 
(２)  業務実施状況の確認と改善指示 

事業実績報告書等の報告に基づく確認のほか、管理業務が適正に行われて

いるかの状況確認のために、随時施設への立ち入りや説明を求め、その結果、

必要と認めるときは業務の改善等の指示を行うことがあります。 

 

（４） 管理人員の配置 
ア．通常期 

開場時間中は、管理責任者１名及び管理要員１名を置くこととします。 

管理責任者不在の際は、代替職員をその任に充てる等配慮してください。（詳

細は「仕様書」を参照してください。） 

なお、管理責任者は、やむを得ない事由を除き、「（２）指定の期間」に定

める期間中は責任者の変更を行わない配慮を求めます。 

イ．プール開催期 

プール開催期間中は、通常期の人員に加え、責任者等安全確保等に必要な人

員を配置することとします。 

責任者不在の際は、代替職員をその任にあてる等配慮してください。（詳細

は「仕様書」を参照してください。） 

 

（５） 施設において発生した事故への対応に関して特に留意すべき事項 

指定管理者は、施設において発生した事故への損害賠償等の対応に関して、以

下のとおり義務を負うこととします。 

ア． 指定管理者の責めに帰すべき事由により、県又は第三者に損害を与えた場合

には、指定管理者においてその損害を賠償しなければなりません。 

イ． 施設において事故が発生した場合に備えて、指定管理者はあらかじめ「事故

対応マニュアル」を定めるとともに、事故発生時には直ちに県にその旨を報

告しなければなりません。 

ウ． 指定管理者は、損害保険会社により提供される施設管理者賠償任保険に加入
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し、当該保険からの保険金により損害賠償責任に対応することとします。 

エ． 保険金額は、対人賠償１事故につき３億円以上、対物賠償１事故につき、３

億円以上とします。現在の加入状況は「仕様書」で示しています。なお、火

災保険は県で加入します。 

 
（６） 指定管理者による施設の整備 

スポーツ広場の整備のうち、事業計画書で指定管理者より提案があったもので、

県が認めたものについては、指定管理者の負担により実施できます。 

 

（７） 渇水対応に関して特に留意すべき事項 

渇水の際には、県からの指示に基づきプールを閉鎖していただくことがありま

す。この場合、閉鎖に伴う損失補償はいたしません。 
なお、直近の渇水に伴うプールの閉鎖に関する資料は「別紙２」のとおりです。 

 
（８） 業務の役割分担一覧表 

県と指定管理者の役割分担の区分は、次のとおりです。 

業務項目 指定管理者 県 
①施設（建物、構築物、機械設備等）の保守点検 ○  
②施設の維持管理（植栽管理、清掃等含む） ○  

③施設の修繕 一件１０３万
円以下のもの 

一件１０３
万円を超え
るもので県
が必要と認
めるもの 

④施設の整備、大規模改修      ○ 

⑤事故、災害等による施設の修繕 責めに帰する
場合 

左以外の場
合 

⑥災害時対応 
  （待機連絡体制確保、被災状況の調査・報告、

応急措置） 
○ （指示等） 

⑦施設の運営管理 
  （利用指導、案内業務、苦情対応等） ○ （指示等） 

⑧施設の利用承認等 ○  
⑨法令等により地方公共団体の長のみが行うこ

とができる権限（使用料の強制徴収、不服申立
てに対する決定、行政財産の目的外使用許可
等） 

 ○ 

⑩施設の火災共済保険の加入  ○ 
⑪施設管理者賠償責任保険の加入 ○  
⑫各種調査の実施（利用者等満足度調査等） ○ （指示等） 

 
（９） 事業収支に関する事項 

ア．指定管理料 

(１) 第二浄化センタースポーツ広場の管理に要する経費は、利用料金収入及び
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県から支払う委託料によって賄うこととします。このうち、指定期間中に県

が支払う委託料の額は、下記に定める額の範囲内で応募事業者から各年度の

希望額の提案を求めます。なお、県からの委託料の具体額は、事業計画書で

提示された額に基づき、指定管理者と県との間で締結する協定書で定めます。 

(２) 指定期間の委託料上限額５３，６７１千円（５年間の総額。消費税及び地

方消費税を含む。） 

(３) 委託料の精算及び減額 
(ア ) 利用料金収入や自主事業収入の増加及び経費の節減など指定管理者の

経営努力によって生み出された剰余金については、原則として精算による

返還は求めませんので、開場期間や開場時間の延長、自主事業の実施など、

利用促進のための積極的な提案を求めます。 
また、利用料金収入の減少など指定管理者の運営に起因する不足額が生

じた場合であっても、補填は行いません。 

（イ） 災害や異常気象等不測の事態の事由が発生した場合は、県と指定管理者

において協議の上、委託料を増減する場合があります。 

（ウ） 県の責任と費用によって実施する工事等により、大幅な経費削減が生じ

る場合は、委託料を減額する場合があります。 
イ．施設運営収入 

(１) 利用料金制（承認料金制）の採用 

施設の利用に係る料金（以下、「利用料金」という。）は、指定管理者が

自らの収入として収受するものとします。 
利用料金の額は、第二浄化センタースポーツ広場条例及び同規則に定める

使用料の額の範囲内で、あらかじめ知事の承認を得て指定管理者が定めるも

のとします。（なお、使用料の額は消費税及び地方消費税を含む額です。） 
一旦承認された利用料金の額は、消費税率の改定等の特別な理由がない限

り、指定期間中は、引き上げできません。 
(２) 自主事業収入を踏まえた上で、収支計画を立て、利用料金の提案をしてく

ださい。 

(３) 利用料金以外の収入 
利用料金の対象とならない「行政財産使用料」は県の収入となります。 
また、指定管理者が自ら実施する自主事業については、経費及び収入とも

に委託料の積算には含めません。 

ウ．施設管理運営支出 

指定管理者が行わなければならない維持管理・運営業務に伴う、指定管理者

の人件費、広報活動費、施設の修繕費、光熱水費、保険料、施設の保守点検等

を外部委託した場合の委託費及びその他の経費等が含まれます。 

ただし、指定管理者が実施する修繕に要する費用は、各年度１９０万円以上

の額を修繕費として、指定管理料に含めて提案することとします。応募者が１

９０万円以上の支出が必要と判断した場合は、その金額を計上し提案してくだ

さい。また、各年度が終了した時点で支出額が提案額に満たなかった場合には、
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原則、指定管理者は提案額から支出額を引いた差額を県に返還することとしま

すが、指定期間の最終年度を除き、支出しなかった額を翌年度に繰越して支出

することも可能とします。なお、提案額を超えて修繕費が発生した場合、県か

ら追加の支出は行いません。 
エ．その他 

(１) 年度区分 
経理は、会計年度（４月１日から翌年３月３１日までとします。）毎に区

分してください。また、県が支払う委託料の支払時期は、原則として四半期

毎の概算払いとなります。なお、詳細は別途締結する協定書で定めます。 
(２) 会計区分 

施設管理業務に係る会計は、法人等の他の事業の会計とは区分し経理して

ください。 

(３) 管理口座 

会計処理の透明性確保の観点から、指定管理者が当該施設の管理運営のた

めに使用する預金口座については、法人等の口座とは区別してください。ま

た、自主事業についても施設管理業務の管理口座とは区別してください。 

 

（１０） 損害賠償義務、不可抗力等発生時の対応に関する事項 

ア．損害賠償義務 
(1) 指定管理者は、故意または過失により施設等を損傷し、又は滅失したとき

は、指定管理者の負担により原状回復しなければなりません。また、県に別

に損害が生じた場合はその損害を賠償しなければなりません。 

(2)  業務の実施において、第三者に損害が生じた場合、指定管理者はその損害

を賠償しなければなりません。但し、その損害が指定管理者の責めに帰すこ

とができない事由による場合は、その限りではありません。 

(3)  県は、指定管理者の責めに帰すべき事由により発生した損害について、第

三者に対して賠償した場合、指定管理者に対して、賠償した金額及びその他

賠償に伴い発生した費用を求償することができるものとします。 
イ．不可抗力等発生時の対応 

(1)  不可抗力等が発生した場合、指定管理者は、不可抗力等の影響を早期に除

去するための対応措置その他必要な対応措置をとるとともに、不可抗力等に

より発生する損害及び増加費用を最小限にするよう努力しなければなりま

せん。 

(2)  法令改廃により、対応措置が必要となった場合、指定管理者は、速やかに

必要な対応措置をとらなければなりません。 

(3)  不可抗力等の発生に起因して県、指定管理者又は第三者に損害や増加費用

が発生した場合、県と指定管理者は協議を行い、不可抗力等の判定や費用負

担等を決定するものとします。 

(4)  前記の協議の結果、不可抗力等の発生により本業務の一部の実施ができな

くなったと認められた場合、指定管理者は不可抗力等により影響を受ける限



- 12 - 

度において、指定に伴い生じる義務を免れるものとします。 

(5)  指定管理者が不可効力により業務の一部を実施できなかった場合、県は、

指定管理者と協議の上、指定管理者がこれにより免れた業務に係る費用の額

を委託料から減額することができるものとします。 

 

（１１） 納税義務に関する事項 

指定管理業務の実施に伴い指定管理者に生じる納税義務については、適正に対

応していただきます。 

税の滞納が無いことを応募資格要件の一つとしていますが、指定後においても、

税の滞納は指定の取消要件の一つとなりますので注意願います。 

 
第４ 申請の手続き 

（１） 応募資格 

ア．奈良県内に事務所を置く、又はこの指定管理業務にかかる協定書を締結する

までに事務所を置こうとする法人等の団体であること。（法人格の有無は問い

ませんが、個人での応募はできません。） 

複数の法人等が構成員となり結成する団体（以下、「共同体」という。）で

申請する場合は、代表構成員が、奈良県内に事業所を置く又は置こうとする者

であることとします。 
イ．次に該当する法人等は応募することができません。 

(１) 奈良県議会の議員、知事、副知事並びに地方自治法第１８０条の５第１項

及び第２項に規定する委員会の委員又は委員が無限責任社員、取締役、執行

役若しくは監査役又はこれらに準ずべき者、支配人及び清算人（以下「役員

等」という。）であり、主として公の施設の指定管理業務を行う法人。但し、

知事、副知事並びに同条第１項及び第２項に規定する委員会の委員又は委員

が役員等である法人で地方自治法施行令第１２２条に規定するもの（県が出

資しているものに限る。）については、この限りでない。 

(２) 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により、本県における一般

競争入札の参加を制限されている法人等 

(３) 奈良県から入札参加資格停止を受けている法人等 

(４) 会社更生法、民事再生法又は商法に基づき更生、再生又は会社整理の申立

手続きをしている法人 

(５) 奈良県税（奈良県内に事業所を有しない者にあっては、本店の所在する都

道府県の都道府県税）、法人税、消費税（地方消費税含む）及び市町村税（奈

良県内の市町村に納税義務の生じたものに限る。）を滞納している法人（法

人格のない団体にあっては代表者が奈良県税（奈良県に住所を有しない者に

あっては、住所の存する都道府県の都道府県税）、所得税、消費税（地方消

費税含む）及び市町村税（奈良県内の市町村に納税義務の生じたものに限る）

を滞納している団体） 

(６) 役員に法律行為を行う能力を有しない者、破産者で復権を得ない者及び禁
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固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

った日から２年を経過しない者がいる法人等（法人格のない団体にあっては

代表者が上記要件に該当する団体） 

(７) 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業

所の代表者、その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者を

いう。以下同じ。）が暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号

に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を

経過しない者をいう。以下同じ。）である法人等 

(８) 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は

暴力団員等が経営に実質的に関与している法人等 

(９) 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用している法人等 

(10) 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与

している法人等 

(11) 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有して

いる法人等 

ウ．複数の法人等で共同体を構成して申請する場合は、次の事項について留意し

てください。 
（１）  代表構成員を選出し、県とのやりとりについては代表構成員が行うこと。 
（２）  共同体には適切な名称を付け、その名称で申請すること。また、構成員全

員の委任状（第１０号様式）を添付してください。 

（３）  次の提出書類中のウ．（１）～（１６）については、構成員それぞれについて提

出すること。 

（４）  一申請者一提案 
申請については、一申請者につき一提案に限ります。また、共同体の構成

員は、他の共同体の構成員となり、または単独で申請を行うことはできませ

ん。また、構成員のいずれかが、上記応募資格中のイ．（１）～(１１)のいずれか

に該当する場合は応募することができません。 

（５）  共同体を構成して応募する場合、構成員の変更は認めません。 

 
（２）  提出書類 

申請にあたっては、以下の書類を県に提出してください。 
なお、応募者は、応募書類の提出をもって、本募集要項の記載内容を承諾した

ものとみなします。 
ア．指定管理者指定申請書・・・・・・・・・・・・・・・・（第１－１号様式） 

指定管理者指定申請添付書類確認表・・・・・・・・・・（第１－２号様式） 
イ．事業計画書 

（１） 「指定管理者の経営姿勢及び運営実施体制について」（第２－１号様式） 
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（２） 「施設の平等及び公平な利用の確保について」・・・（第２－２号様式） 

（３） 「コンプライアンスについて」・・・・・・・・・・（第２－３号様式） 

（４） 「施設の効用の最大限発揮について」・・・・・（第２－４－１号様式） 

   （５） 「サービスを向上させるための方策について」・（第２－４－２号様式） 

     （６） 「環境配慮について」・・・・・・・・・・・・（第２－４－３号様式） 

（７） 「広報活動事業について」・・・・・・・・・・・・（第２－５号様式） 

（８） 「管理運営経費について」・・・・・・・・・・・・（第２－６号様式） 

（９） 「施設管理について」・・・・・・・・・・・・・・（第２－７号様式） 

（10） 「安全管理等について」・・・・・・・・・・・・・（第２－８号様式） 

（11） 「地域との協力について」・・・・・・・・・・・・（第２－９号様式） 

（12） 「モニタリングについて」・・・・・・・・・・・（第２－１０号様式） 

         （13） 「指定期間５年間の年度別収支予算計画」 

「指定期間５年間のプール年度別収支予算計画」 

「指定期間５年間の運動場年度別収支予算計画」 

「指定期間５年間のテニスコート年度別収支予算計画」 

「指定期間５年間の自主事業年度別収支予算計画」（第２－１１号様式） 
※計画事項ごとに所定の様式に指定管理者としての考え方、計画を記入してく

ださい。 

（14）  「障害者雇用状況報告書」・・・・・・・・・・・（第２－１２号様式） 

（15）  「保護観察対象者等雇用に関する証明書」・・・・（第２－１３号様式） 

 
ウ．申請する法人等に関する書類 

（１） 団体概要書 ・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・（第３号様式） 

（２） 法人等の定款若しくは寄附行為又はこれらに準ずる書類 

（３） 法人にあっては当該法人の登記事項証明書、法人でない団体にあっては

代表者の住民票の写し（代表者が外国人である場合にあっては、外国人登

録証明書の写し）＜いずれも申請日前３ヶ月以内に交付されたもの＞ 

（４） 申請の日の属する事業年度の前３事業年度における事業報告書並びに貸

借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書の写し又はこれらに準ず

る書類。 
（但し、直近２事業年度以降に設立された法人等にあっては、設立日以降

のものすべて） 

なお、申請者が非上場企業の場合は、上記に加え、申請の日の属する事

業年度の前３事業年度の勘定科目明細書及び直近の税務申告書（法人税申

告書）の写し 

（５） 申請の日の属する事業年度における事業計画書及び収支予算書 

（６） 法人等の役員名簿 

（７） 応募資格イに該当しない旨等の申立書・・・・・・・・・（第４号様式） 
（８）    応募資格イ－（５）に該当しないことを証する証明書・・・（納税証明書等）     

（９） 類似施設の管理運営実績書（該当がある場合のみ）・・・（第５号様式） 
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（10） 奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業登録証書の写し（登録がある場

合のみ） 

(11) なら女性活躍推進倶楽部会員登録証の写し（登録がある場合のみ） 

(12)  えるぼし、プラチナえるぼし、トライくるみん、くるみん、プラチナくる

みんのいずれかの認定通知書の写し（登録がある場合のみ） 

(13) 女性活躍推進法又は次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動

計画策定届の写し（策定している場合のみ） 

(14) 障害者職場実習実施に関する証明書（第６号様式）又は受入にあたり支援

機関等が作成した依頼文書、業務日報（作成者を明らかにしたもの）等（実

績がある場合のみ） 
(15)  障害者就労施設等への物品調達、業務委託等の発注実績報告書（第７号様

式）及び添付書類（契約書、納品書、請求書、領収書等の写し）（該当があ

る場合のみ）     

(16) ＩＳＯ１４００１、エコアクション２１、ＫＥＳ、エコステージのいずれ

かの環境マネジメントシステムの登録証又は認証書の写し（登録又は認証が

ある場合のみ） 

エ．共同体に関する書類（該当の場合のみ） 
（１） 共同体構成員表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（第８号様式） 

（２） 共同体協定書の写し・・・・・・・・・・・・・・・・・（第９号様式） 

（３） 共同体委任状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（第１０号様式） 
オ．申請書類作成の留意点 

計画事項毎に所定の様式に指定管理者としての考え方を記入してください。 

各様式は図及び表等を使用し、複数の枚数になってもかまいませんが、各計

画について、１枚から３枚程度で作成してください。 

 
（３） 提出部数 

正本１部及び副本９部を提出していただきます。 

 
（４） 提出方法、提出先 

ア．受付期間  

令和４年８月１８日（木）から８月２５日（木）まで 

＜土曜、日曜及び祝祭日及び平日の正午から午後１時は除きます。＞ 
イ．提 出 先   

奈良県県土マネジメント部下水道課総務管理係 

〒６３０－８５０１ 奈良市登大路町３０番地 県庁分庁舎５階 
ウ．提出方法   

持参又は郵送にて提出してください。但し、郵送の場合は簡易書留郵便によ

り提出期限の８月２５日（木）午後５時必着とします。 

 
（５） 現地見学会及び説明会の開催 
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第二浄化センタースポーツ広場の現地見学及び説明会を次のとおり開催しま

す。なお、参加人数については応募一団体につき２名までとします。 
ア．開催日時   

令和４年７月２０日（水）午前１０時から正午まで 

イ．開催場所  

奈良県第二浄化センター ３階会議室 

（所在地）北葛城郡広陵町萱野４６０ 
ウ．参加申込 

参加される方は、令和４年７月１９日（火）１２時までに、別添第１１号様

式に必要事項を記入の上、「第８ 問い合わせ先」記載のＥ-mailアドレスへ電

子メールにより提出してください。参加申込様式を提出した際は、様式を提出

した旨を「第８ 問い合わせ先」記載の電話番号へ電話連絡してください。 

 
（６） 質問事項の受付 

募集要項の内容に関する質問を次のとおり受け付けます。 
ア．受付期間   

令和４年７月１１日（月）から８月４日（木）まで 

＜土曜、日曜及び祝日及び平日の正午から午後１時は除きます。＞ 

イ．受付方法   

電子メールによる。（別添第１２号様式を使用） 

ウ．提 出 先   

「第８ 問い合わせ先」記載のＥ-mailアドレスへ電子メールにより提出して

ください。質問を提出した場合は、その旨を「第８ 問い合わせ先」記載の

電話番号へ電話連絡してください。 

エ．回答方法   

質問に対する回答は、質問者に対して個別には行わず、県ホームページ上に

おいて随時（質問が到達してから１週間後をめどに）質問の要旨と併せて掲載

します。（質問者名は掲載しません。） 
 

（７） 留意事項 

ア．提出書類に虚偽の記載があった場合又は申請に際して公正な競争を制限する

行為を行った場合は、失格とします。 

イ．応募一団体につき提案は一提案とします。 

ウ． 一度提出された書類は、これを書き換え、又は差し替えることはできません。 
エ．県が提示する仕様書等の図書類の著作権は県に帰属し、事業計画等の提出書

類の著作権は申請者に帰属します。但し、県が指定管理者の選定結果の公表等

において必要と認めるときは、申請者の申請書類の一部又は全部を無償で使用

できるものとします。 

オ．申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権、その他法

令に基づいて保護される第三者の権利となっている事業手法、維持管理手法等
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を使用した結果生じた責任は、申請者が負うものとします。 

カ．提出された書類等は、個人に関する情報等奈良県情報公開条例第７条に規定

する不開示事項を除き、情報公開請求に応じて、公開されることがあります。

なお、事業者独自のノウハウ等非開示を希望される事項がある場合は、当該部

分が分かるようにマーキングするなど明示してください。 

キ．申請書類等作成に使用する用紙及び書式 
申請書類等はＡ列Ａ４（ＪＩＳ Ｐ ０１３８ １９９８）で作成し、ペー

ジ数を中央下に表記してください。ワードプロセッサを使用して書類を作成さ

れる場合は、文字の大きさを１０．５ポイントとしてください。ワードプロセ

ッサ以外で書類を作成される場合は、１行４０文字以内、１ページ６０行以内

としてください。 
ク．申請書作成に使用する通貨及び言語 

申請書類に使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標

準時及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める計量単位に限ります。 
ケ．応募の辞退 

応募者の倒産、解散等の事由により申請後に辞退する場合、審査会開催日の

４日前までに「第二浄化センタースポーツ広場指定管理者指定申請辞退届」（第

１３号様式）を「（４）イ．提出先」に直接持参し、届け出てください。 

コ．提出書類は返却しません。 

サ．申請等に要する経費は申請者の負担とします。 

シ．今後のスケジュール等は「第９スケジュール」のとおりです。 
 
第５ 提案内容と指定管理者選定の評価基準 

指定管理者の選定は、学識経験者等外部委員で構成する「奈良県第二浄化センター

スポーツ広場指定管理者選定審査会」（以下「選定審査会」という。）において、下

記の評価基準（合計１５０点）に基づき審査します。指定管理者は、選定審査会で指

定管理候補者を選定した後、知事が候補者を決定し、奈良県議会の議決を経て指定し

ます。なお、指定後、速やかに奈良県公報において告示します。 

 

（１） 選定審査基準及び審査のポイント、着眼点並びに配点 

審査基準 審査のポイント・着眼点等 配点 
主な対応 

様式 

ア．指定管

理者の経

営姿勢及

び運営実

施体制に

ついて 

(1)当該施設の設置目的を理解した適

切な管理運営方針や考え方を示して

いるか 
１０点 

第２－１号 

様式 (2)方針を踏まえた当該施設の目標設

定（利用者数、稼働率等）及び実施

策を示しているか 

(3)類似施設の管理実績を示している

か 
５点 

第５号 

様式 
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イ．施設の

平等及び

公平な利

用の確保

について 

(1)誰もが平等及び公平に利用できる

仕組みづくりと、また、障害児者や

高齢者などへの配慮について示して

いるか 

５点 
第２－２号 

様式 

ウ．コンプ

ライアン

スについ

て 

(1)指定管理者として要求される個人

情報保護及び情報公開並びに行政手

続き等の法令の遵守体制について示

しているか 

５点 
第２－３号 

様式 

エ．施設の

効用の最

大限発揮

について 

(1)新規利用者の誘客、リピーター等利

用者増に向けた適切、効果的な事業

計画及び予算並びに期待できる効果

及びその根拠について示しているか 

１５点 
第２－４－

１号様式 

(2)当該施設の平日利用者を増加させ

る適切、効果的な事業計画及び予算

並びに期待できる効果及びその根拠

について示しているか 

(3)施設の設置目的の達成のための、浄

化センターの環境保全及び広場施設

の改修等積極的に提案しているか 

(4)具体的な自主事業計画及び予算並

びに期待できる施設への利用促進効

果とその根拠について示しているか 

オ．サービ

スを向上

させるた

めの方策

について 

(1)利用者の立場に立った柔軟なサー

ビスの提供及び向上並びに利便性の

向上について示しているか 

５点 
第２－４－

２号様式 

カ．環境配

慮につい

て 

(1)環境配慮の取り組みについて期待

できる効果及びその根拠を示してい

るか。 

５点 
第２－４－

３号様式 

オ.広報活

動事業に

ついて 

(1)施設の周知、新規利用者の誘客及び

リピーター等利用者増に向けた適

切、効果的な広報活動事業計画及び

予算並びに期待できる効果及びその

根拠について示しているか 

１５点 

第２－５号 

様式 

 

(2)平日利用の促進につながる広報活

動事業計画及び予算並びに期待でき

る効果及びその根拠について示して

いるか 

(3)地域のスポーツクラブの活動拠点

としての誘致に関する取り組みについ

て提案しているか 

カ．管理運

営経費に

ついて 

(1)各施設に係る収入の増加、経費の削

減（無料施設も含む。）による収益

性、収益率の向上に向けた取り組み

について示しているか 

５点 
第２－６号 

様式 

キ．施設管

理につい

て 

(1)利用者が安全・安心・快適に利用し

てもらうための施設の点検及び修繕

計画、その予算と清掃、外構植栽の

管理について示しているか 

５点 
第２－７号 

様式 
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ク．安全管

理等につ

いて 

(1)管理運営に当たっての適切な人員

配置及び業務体制並びにトラブルや

苦情処理への対応方策について示し

ているか １０点 
第２－８号 

様式 
(2)安全・安心に利用できる通常・緊

急・救急体制及び事故対応マニュア

ルについて示しているか 

ケ．地域と

の協力に

ついて 

(1)地域におけるスポーツの振興及び

地域貢献に対する取り組みについて

示しているか 

５点 
第２－９号 

様式 

コ．モニタ

リングに

ついて 

(1)事業の評価を実行するとともに、

PDCAマネジメント等の事業改善策に

ついて示しているか 

５点 
第２－10号

様式 

サ．業務を

安定して

行う能力

について 

(1)法人等の経営基盤の安定性 

・過去3年間の決算状況はどうか。 

・資金計画等確実な財政基盤があるか。 

１５点 

第４(２)提

出書類のう

ちウ(4)(5) 

シ．収支計

画書につ

いて 

(1)適正な収支計画について示してい

るか 

１０点 

 

第２－11号

様式 

（提案価格

部分は除く） 

(2)提案価格について ※１ 

・価格点＝15点×（1-当該提案価格/

指定期間の委託料上限額） 

１５点 
第２－11号

様式 

ス．適正な

労働条件

の確保そ

の他社会

的な価値

の実現及

び向上に

対する寄

与度 

(1)①障害者の雇用状況 ※２ 

国へ障害者雇用状況報告書の提出義

務がある応募者（常用雇用労働者４

３．５人以上）の場合、労働者数×

法定雇用率（小数点以下切り捨て）

との比較 

 

 

 

３点 

障害者雇用

状況報告書 

（令和4年6

月1日現在）

の写し 

・障害者実雇用率（報告書⑪欄）が３．

５％を上回る 
３点 

・障害者雇用人数（報告書⑫欄）に不

足がない 
1.5点 

・障害者雇用人数（報告書⑫欄）に不

足がある 
０点 

 国へ障害者雇用状況報告書の提出義

務がない応募者（常用雇用労働者４

３．５人未満）の場合 

 第２－12号

様式 

（令和4年6

月1日現在） 
・障害者の雇用がある ３点 

・障害者の雇用がない ０点 

②障害者職場実習の受入実績の有無  障害者の職

場実習実施

日、支援機関

等（※３に掲

げる特別支

・１回あたりの実施日数が３日以上の

職場実習受入実績あり（令和3年7月1

1日から令和4年7月10日の間におい

ての受入実績） 

1.5点 
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・実績なし ０点 

援学校等）が

確認できる

書類 

（第６号様

式又は受入

にあたり支

援機関等が

作成した依

頼文書、業務

日報（作成者

を明らかに

したもの） 

等の写し） 

 ③障害者就労施設等（※４）への物品

調達、業務委託等の発注実績の有無 
 

第７号様式

及び添付書

類 

（契約書、納

品書、請求

書、領収書等

の写し） 

・年額１０万円以上の発注実績あり 

・令和3年7月11日から令和4年7月10日

の間においての発注実績の有無 

（契約履行中又は支払期限未到来のた

め支払が完了していないものを含

む。） 

1.5点 

・実績なし ０点 

(2)①なら女性活躍推進倶楽部登録の

有無 

（(3)、(2)－②及び(2)－③に該当する

場合、重複しての加算はありません） 

 

３点 

なら女性活

躍推進倶楽

部会員登録

証書の写し 

（３年毎更

新）  

・登録あり 

令和4年7月10日までに登録のある場

合 

1.5点 

・登録なし ０点 

②えるぼし、プラチナえるぼし、ト

ライくるみん、くるみん、プラチナ

くるみんのいずれかの認定の有無 

（(3)の登録において、申請時の取組内

容（※５）が女性活躍、仕事と子育

ての両立に係るもののみである場合

は、重複しての加算はありません） 

 

認定通知書

の写し 

・登録あり 

令和4年7月10日までに登録のある場

合 

３点 

・登録なし ０点 

③女性活躍推進法又は次世代育成支

援対策推進法に基づく一般事業主行

動計画の策定の有無（※６） 

（(3)の登録において、申請時の取組内

容（※５）が本評価内容に係るもの

のみである場合、及び(2)－②に該当

する場合、重複しての加算はありま

せん） 

 

一般事業主

行動計画策

定届の写し 

（労働局に

届出を行っ

たもの） 
・策定あり 

令和4年7月10日までに登録のある場

合 

1.5点 
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・策定なし ０点 

(3)奈良県社員・シャイン職場づくり推

進企業の登録 ※５ 

令和4年7月10日までの奈良県社員・

シャイン職場づくり推進企業の登録 

 

３点 

奈良県社

員・シャイン

職場づくり

推進企業登

録証書の写

し 
・登録がある ３点 

・登録がない ０点 

(4)保護観察対象者等雇用状況 ※３ 

令和3年4月1日以降、令和4年7月10

日までの間の更正保護法第48条に規

定する保護観察中の者、又は同法第8

5条に規定する更正緊急保護中の者

の雇用 

 

３点 
第２－13号

様式 ・雇用がある ３点 

・雇用がない ０点 

令和4年7月10日までの協力雇用主登録

(上記と重複する場合は加算しない) 
 

・登録がある。 0.3点 

・登録がない。 ０点 

(5) ＩＳＯ１４００１、エコアクショ

ン２１、ＫＥＳ、エコステージのい

ずれかの環境マネジメントシステム

の登録又は認証の有無 

 

３点 

登録証又は

認証書の写

し 

（２年又は

３年毎更新） 

・登録又は認証あり 

令和4年7月10日までに登録又は認証の

ある場合 

３点 

・登録又は認証なし ０点 

(4)公契約条例違反の有無 

公契約条例違反による過料又は入札

参加資格停止措置があるか ※４ 

最大 

－９点 
  

※1 価格点については、15点を満点とし、県の積算した指定管理料の上限額（以

下、「県の指定管理料」という。）と応募者の提案価格（以下、「提案価格」

という。）の割合で算出します。なお、計算に用いる県の指定管理料は第３（９）

ア(2)指定期間の委託料上限額に示した５３，６７１，０００円とし、提案価

格は、様式２－１２号に記載した指定期間（令和５年４月１日から令和１０年

３月３１日まで）の委託料総額（消費税及び地方消費税を含む）とします。 

【計算式】 

              

  価格点＝１５点× １－（提案価格÷県の指定管理料） 

 

      ※2 グループで応募する場合、グループの障害者雇用率（各構成員の従業員の合

計と各構成員の雇用する障害者人数の合計の割合）を算出し、以下のとおり配

点します。 

【計算式】 
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  グループの障害者雇用率＝ 

各構成員の雇用する障害者数の合計÷各構成員の従業員数の合計） 

 

 グループの障害者雇用率   配点 

３．５％以上 ３点 

  ２％以上３％未満  １．５点 

    ２％未満   ０点 

 

※3 以下の場合を対象とする 

      ① 特別支援学校の生徒又は障害福祉サービス事業（就労移行支援又は就労

継続支援を行う事業に限る。）を行う施設が支援を行っている障害者を受

け入れた場合 

② 障害者就業・生活支援センターが支援を行っている障害者を受け入れた 

場合 

※4 ① 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法

律第２条第２項から第４項までに規定する以下の施設・事業所等 

ア 障害者支援施設 

  イ 地域活動支援センター 

  ウ 障害福祉サービス事業（生活介護、就労移行支援又は就労継続支援を

行う事業に限る。）を行う施設     

  エ 障害者の地域における作業活動の場として障害者基本法第１８条第３

項の規定により、必要な費用の助成を受けている施設（小規模作業所） 

  オ 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法

律施行令（以下「施行令」という。）第１条第１号に規定する事業所（特

例子会社） 

  カ 施行令第１条第２号に規定する事業所（重度障害者多数雇用事業所） 

  キ 在宅就業障害者 

  ク 在宅就業支援団体 

② 施設等に対して物品及び役務の調達のあっせん又は仲介の業務を行う

共同受注窓口としての機能を有する者 

    ※5 申請時の取組内容については雇用政策課に確認 

（申請時の取組内容には、労働関係法令の遵守を含まない） 

※6 計画期間が満了していない行動計画に限る。 

一般事業主行動計画の策定義務がない事業主（常用雇用労働者数が１００人以

下の事業主）を対象とする。 

※7 グループで応募する場合、構成員のうち１者以上に該当があれば良いものと

します。 

※8 過去３年間（令和元年７月１１日から令和４年７月１０日までの間）に公契

約条例違反による過料又は入札参加停止措置を受けたことがある場合、その回

数×３点減点する。なお、グループで応募する場合は、各構成員の回数を合計
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して計算する。ただし、減額の上限は、９点までとする。 

現指定管理者が応募した場合に、管理運営の実績を加減点評価として反映しま

す。 

 

（２） 選定手続 

ア．書類審査（一次審査） 
応募資格及び事業計画書の内容等の形式的な審査をします。 

応募資格の不適合者は失格とします。また、明らかに不適切な事業計画によ

る応募者は落選とします。一次審査の結果は、令和４年９月５日（月）までに

それぞれの申請者に文書で連絡します。 
イ．プレゼンテーション（二次審査） 

書類審査（一次審査）を通過した申請について、申請者から選定審査会の委

員に対して直接プレゼンテーションを行っていただきます。その後、選定審査

会において総合的に審査し選定します。プレゼンテーションの実施日程につい

ては、９月２２日（木）を予定していますが、詳細は一次審査の結果通知の際

に併せて連絡します。二次審査の結果は、１１月上旬を目途にすべての二次審

査参加者（プレゼンテーション参加者）に文書で連絡します。 
ウ．応募者が一者のみであった場合にも、応募資格に適合しているかどうか、事

業計画書の内容等が選定審査基準に適合しているかどうか等について、選定審

査会において審査します。 

 

第６ 指定後の手続き  
（１） 協定の締結 

業務内容に関する細目的事項等について、指定管理者と県との間で協議の上、

協定を締結します。協定の主な内容は下記のとおりです。 
ア．業務の範囲と実施条件に関する事項 

イ．業務の実施にあたっての留意事項 

ウ．業務実施に係る報告事項等 

エ．委託料及び利用料金に関する事項 

オ．損害賠償及び不可抗力に関する事項 

カ．その他指定の取消等に関する事項など 

 なお、締結する協定は、奈良県公契約条例（平成26年７月奈良県条例第11号）

第２条第２号に規定する特定公契約に該当するため、協定書には、別添の「特定

公契約特約条項」を添付します。 

 指定管理者は、奈良県公契約条例、奈良県公契約条例施行規則（平成26年７月

奈良県規則第33号）を遵守し、「特定公契約特約条項」に定める事務を履行しな

ければなりません。 

 指定管理者が、これらの条項に違反した場合は、奈良県公契約条例に基づく過

料処分及び入札参加停止措置の対象となることがあります。 

 詳細は奈良県会計局ホームページに掲載する「奈良県公契約条例の手引き」を
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参照してください。 

 
（２） 協定が締結できない場合の措置等 

指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定

を取り消し、協定を締結しないことがあります。 
ア．正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

イ．財務状況の悪化等により、業務の履行が確実でないと認められるとき。 

ウ．著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認

められるとき。 

 
（３） 引継ぎ 

指定管理者は、指定期間の始期（令和５年４月１日）から円滑に業務が実施で

きるよう、協定締結後速やかに現管理者との間で１ヵ月程度の期間で引継ぎを行

うものとします。 
 

（４） その他 

県は、管理の適正を期するため、指定管理者に対して、管理の業務又は経理の

状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることがあり

ます。指定管理者が行う公の施設の管理の業務に係る出納関連の事務については、

監査委員、包括外部監査人、個別外部監査人による監査の対象となる場合があり

ます。 
 
第７ その他 

（１） 業務継続が困難になった場合の措置等 

指定管理者は、業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、

速やかに県に報告しなければなりません。その場合の措置は次のとおりです。 

なお、指定管理者からの報告がなくても、実地調査等により同様の状況を県が

了知した場合も同様とします。 
ア．指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、

又はそのおそれが生じた場合には、県は指定管理者に対して改善勧告等の指示

を行い、期間を定めて改善策の提出及び実施を求めることができます。この場

合、指定管理者がその期間内に改善することができなかった場合等には、県は

指定管理者の指定の取り消し又は業務の全部又は一部の停止を命じることが

できるものとします。 
イ．指定が取り消された場合等の賠償 

上記アにより指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部又は一部が停

止された場合、指定管理者は県に生じた損害を賠償しなければなりません。 
ウ．不可抗力等による場合 

不可抗力その他県又は指定管理者の責めに帰することができない事由によ
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り、業務の継続が困難となった場合、県と指定管理者は業務継続の可否等につ

いて協議を行うものとします。 

 

（２） 応募資格の欠格条項に該当することとなった場合の措置等 

指定管理者は、「第４申請の手続き（１）応募資格イ． (１ )～ (１１ )」に掲げる要件

に該当することとなった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やかに県に報告

しなければなりません。その場合の措置は次のとおりです。なお、指定管理者か

らの報告がなくても、実地調査等により同様の状況を県が了知した場合も同様と

します。 
ア． 指定管理者が、「第４申請の手続き（１）応募資格イ． (１ )～ (６ )」に掲げる要

件に該当することとなった場合又はそのおそれが生じた場合には、県は指定

管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定めて改善策の提出及び実

施を求めることができます。この場合、指定管理者がその期間内に改善する

ことができなかった場合等には、県は指定管理者の指定の取り消し又は業務

の全部又は一部の停止を命じることができるものとします。また、「第４申請

の手続き（１）応募資格イ．(７)～(１１)」に該当することとなった場合には、県

は直ちに指定管理者の指定を取り消すことができるものとします。 
イ．指定が取り消された場合等の賠償 

上記アにより指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部又は一部が停

止された場合、指定管理者は県に生じた損害を賠償しなければなりません。 
 

（３） その他協議すべき事項 

協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、県及び指定管理者双方が誠

意を持って協議するものとします。 
 

（４） 業務の引継ぎ 

指定管理者は、指定期間の終了又は指定の取り消しにより、次期指定管理者に

業務を引継ぐ場合は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく第二浄化センタースポ

ーツ広場の管理運営業務を遂行できるよう、責任を持って引継ぎを行うとともに、

業務に必要なデータ等を遅滞なく提供してください。 
 
第８ 問い合わせ先 

奈良県県土マネジメント部下水道課総務管理係 
〒６３０－８５０１ 奈良市登大路町３０番地 県庁分庁舎５階 
電 話：０７４２－２７－７５２４（直通） 
ＦＡＸ：０７４２－２３－９３１８ 
Ｅ-mailアドレス：gesui@office.pref.nara.lg.jp 
ホームページ  https://www.pref.nara.jp/1684.htm 
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第９ スケジュール 
募集要項の配付     令和４年   ７月１１日（月）～８月２２日（月） 
現地説明会参加申込期限       ７月１９日（火）正午まで 
現地説明会             ７月２０日（水）  
質問事項受付期限          ８月４日（木） 
申請書受付期間           ８月１８日（木）～８月２５日（木） 
一次審査結果通知          ９月５日（月） 
プレゼンテーション         ９月２２日（木）（詳細は別途連絡） 
二次審査結果通知         １１月上旬 
指定管理者指定議決        １２月中旬                

 指定管理者指定告示        １２月下旬 
協定書締結       令和５年 １月上旬（議決後） 
指定管理者業務開始         ４月１日（土） 

 
第１０ 添付資料 

第二浄化センタースポーツ広場管理運営業務仕様書 
第二浄化センタースポーツ広場維持管理基本水準書 
指定管理者への「施設予約システム」提供仕様書 
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（別紙１） 
 

入場者数、使用料収入及び支出状況一覧（過去４年実績） 
 
【収入実績】                          

・ファミリープール 
平成３０年度 ３２，５１１人（うち無料招待者：５，５８１人） 

 １７，３９８千円 
平成３１年度 ２８，６１２人（うち無料招待者：５，１６９人） 

（令和元年度）   １５，１６９千円 

令和２年度    ９，５８８人（うち無料招待者：２，００７人） 

 ４，６５１千円 
令和３年度    新型コロナウイルス流行の影響により営業中止 

 
※開場日実績は、平成３０年度：４７日間、平成３１年度（令和元年度）：４６

日間、令和２年度：３５日間（新型コロナウイルス流行の影響により営業期間短

縮） 
 

・運動場 
平成３０年度       ７６９千円 
平成３１年度（令和元年度）     ９２０千円 

令和２年度           ７４９千円 

令和３年度           ８８４千円 

 
・テニスコート 

平成３０年度       ２，３１１千円 
平成３１年度（令和元年度）     ２，５２３千円 

令和２年度        ３，０７７千円 

令和３年度        ３，４５８千円 

 
 
  ・その他収入（自主事業） 

平成３０年度     ６，２８５千円 

平成３１年度（令和元年度）   ５，３５５千円 

令和２年度      ３，７５０千円 
令和３年度      ４，０３１千円 
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【支出実績】                               （単位：千円） 

支 出 項 目 H30 H31(R1) R2 R3 
植栽管理費 植栽管理費 委託費（草刈、芝刈等） 26 26 32 0

施設管理費 

清掃費 委託費（プール清掃等） 194 130 231 0

保守点検費 プール設備機器保守等 1,056 944 593 94

修繕費 スライダーポンプ修繕等 2,333 2,256 989 781

警備費 機械警備保守等 1,021 1,003 945 627

人件費 夏期プールスタッフ等 5,980 6,136 4,012 0

運営費 

人件費 事務所職員等 9,530 9,473 9,363 9,071

広報活動費 新聞、雑誌掲載広告費等 315 362 364 396

光熱水費 電気代、水道代等 4,974 5,019 3,033 1,046

事務所運営費  保険料、消耗品費等 3,106 2,985 2,043 1,197

自主事業費 自主事業費 スクール講師料等 4,331   4,297 2,797 3,518

支出合計 34,108 30,706 23,489 17,710
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（別紙２） 
 

直近の渇水によるプール閉鎖の状況 
（第二浄化センタースポーツ広場プール） 

 
  平成１７年度（プール閉鎖：７月２３日から８月２８日まで ３７日間） 
 

 
     月  日 

 
           経       過 

    有効貯水率（％） 

  大迫  津風呂   室生 

 ６月２４日（金）  奈良県渇水対策本部設置   ３９   ６８   ７０ 

 
 ６月２７日（月） 

 取水制限 紀の川 上水 １０％ 
          農水 ３０％ 
 県営水道第１次給水制限 １０％ 

 
  ３７ 

 
  ６０ 

 
  ６４ 

 ６月２８月（火）  取水制限 室生ダム 上水 ３０％ 
           農水 ３０％ 

  ３６   ５８   ６２ 

 ７月 ５日（火）  取水制限解除 室生ダム   ３６   ５９   ９５ 

 ７月２０日（水）  県関係プール開園延期報道発表（７月２３日～）   ４６   ６３   ８９ 

 ８月１１日（火）  県関係プール開園中止報道発表   ６８   ６５   ８９ 

 ８月２５日（木）  取水制限（紀の川）、給水制限の全面解除 
 奈良県渇水対策本部解散 

  ６９   ６４   ８８ 

 


